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はじめに 
日本の社会的そして教育的文脈はアメリカ合衆国のものとは著しく異なるものの、日本において米
国の「落ちこぼれを作らないための初等中等教育法」（No Child Left Behind Act of 2001, NCLB）を精査
してゆくに値する理由はいくつかある。この法は米国史上最大の教育改革の一つで、近年のアメリカ
合衆国の歴史においてもっとも論議を醸し出した改革の一つであり、その中核をなすものである。
NCLB 法が 2002 年に施行されてから今年で 10 年が経過し、いよいよ各州がそれぞれに設定した 100％
習熟度の達成を証明する時期が 2 年後に迫っている。仮にその理念においては当時党派を超えて圧倒
的な支持を得るほどまでに優れた教育法であったとしても、他方で教育の現場においてはそのあまり
に現実離れした諸規定にあからさまな批判が出されてきた。それに応えるべくしてオバマ大統領はこ
の教育法の規定に対して免責特権を与えることとした。すでに 2012 年 2 月、第一次申請の時点で 39
に及ぶ州がその免責の申請に踏み切っている。 
このように米国の教育改革から 10 年の節目にあたり、その中心的な役割を担ってきた NCLB 法をめ
ぐって、改めてそれが現実の教育現場においていかに機能しているかを捉え直すことは時宜にかなっ
たテーマである。ここから今後のアメリカ合衆国の教育のあらゆる局面と課題が浮き彫りにされてく
る。この研究ではさらに具体的に、この教育法をめぐる論争の発展を追い、NCLB 法があらゆる状況
でいかに合衆国の子どもたちの教育に影響を及ぼしているかについて、具体的な統計を示したうえで、
教員による個人的な評価も提示したい。こうした分析を通して、日本における教育の未来についてさ
らなる問いを発することとなるであろう。この研究の最初の論考においては、はじめにこの NCLB 法
が成立する背景とその概要をたどり、次にこれについての分析が日本の文脈においてどのような意味
をもつかについて論じてゆきたい。 
 
１．No Child Left Behind 法（NCLB）の背景 
 2002 年 1 月、ブッシュ大統領はアメリカ合衆国の教育改革を推し進める試みの一端として、ある法
案に署名した。これは「どんな子供も取り残されることのないように、教育のアカウンタビリティー、
柔軟性、そして選択をもって学力格差を縮めるための法」として認められているが(1)、これはまた「落
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ちこぼれを作らないための初等中等教育法 2001」（NCLB）と命名されている(2)。NCLB 法はたしかに
この数十年のうちに米国の教育改革でおこった最大のものであったが、学力格差を縮めようとする中
心的目標自体は必ずしも新しいものではない。1965 年、すでにジョンソン大統領が「初等中等教育法」
（Elementary and Secondary Education Act, ESEA）に署名し、学力格差という同様の問題をとり扱ってい
た。それ以来この法は五年ごとに繰り返し承認され、最終的に今日 NCLB 法として知られるところの
形に変容することとなる。オバマ大統領は 2010 年 3 月に「改革のための計画案――初等中等教育法の
再認可」（“A Blueprint for Reform: The Reauthorization of the Elementary and Secondary Education Act”）を
発表したが(3)、NCLB 法は制定以来未だに議決承認されていない(4)。 
NCLB 法に関連した一つの売り文句はアカウンタビリティー（accountability）、即ち自らの教育成果
に対して負う責任の履行システムのことである。学校はその教育的役割の遂行とその成果に対して責
任を負い、それに応じて賞罰を受ける。その教育成果（実際には試験の成績結果）のいかんによって、
さらなる優遇措置があったり、逆に罰せられたりする。この場合、アカウンタブルであるということ
は、連邦政府が州を通してそれぞれの学校に自ら施した教育成果（consequences）の責任を身をもって
取らせるということである。従って、普通日本語として訳される「説明責任」だけでは、往々にして
誤解を招くこととなる。ときにアカウンタビリティーとカタカナ表記をしてそのシステムについて説
明するのはそのためである。現実には単なる言葉による「説明」義務を負うだけで済むものではなく、
特に教職員・経営管理者にとっては文字通りここに自らの生活がかかってくる。その点で、立場によ
っては、これは教育成果に伴う賞罰システムを導入することによる責任所在の明確化であるとみるこ
ともできる。もちろんこれも NCLB 法全体の趣旨と意図から見たときにはフェアとは言えないであろ
う。ただし、この NCLB 法の目的、即ち「どんな子供も取り残されることのないように、教育のアカ
ウンタビリティー、柔軟性、そして選択をもって学力格差を縮めるための法」とする謳い文句のもと
に、他方で法施行の教育現場でこの諸規定がいかに厳しい問題を山積させているかという現実との間
で違和感を覚える人々も少なくないであろう。 
但し、この責任履行のシステムは教育改革論議においては必ずしも新しいものではない。ここでア
カウンタビリティーの問題化の経緯を簡潔に辿ってみたい。現在「大学進学評定試験」（Scholastic 
Assessment Test, SAT）は全国で大学入学を希望するほとんどの高校生が受験する標準試験である(5)。こ
れは本来 1950 年代に才能ある学生を識別しようとする試みの一部としてはじまった。ところが、SAT
の受験によって各学校の生徒がどれくらいの点数をとっているかが判明し、それがただちに学校を評
価する基準の一方法となった。1960 年代、70 年代には、SAT の得点が全体的に低下した。1969 年か
ら各州は全米学力調査（National Assessment of Educational Progress, NAEP）に加わることになる。全国
の学力達成度を長期的に辿るためである。1990 年には全米学力調査への参加によって、それぞれ州別
の成績評価を実施することとなった。（だからといって、これによって学力成果責任履行の義務を担っ
たということではない。）他方で、国際学力調査によっても合衆国教育の低下が見られた。1983 年、
レーガン政権は『危機に立つ国家』（A Nation at Risk）という報告を発表した(6)。これは米国教育の弱
みと児童生徒の競争力低下についての報告であり、この結果を受けて教育の諸問題に対応しようとす
るものであった。この時点で学力調査は続いていたが、他方で教育成果責任の履行（アカウンタビリ
ティー）に関してはまだ実践されていなかった。クリントン大統領は初等中等教育法（ESEA）の再承
認の際に、はじめて各州に学力成果に対する責任履行を課することとした。これは「米国学校改善法
1994」（Improving America’s Schools Act, IASA）として知られている。これをもってタイトル・ワン（Title 
I, ESEA 第Ⅰ章）に相当する恵まれた教育環境にない児童生徒の学力改善の目標と評価と、他方でタイ
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ティー）に関してはまだ実践されていなかった。クリントン大統領は初等中等教育法（ESEA）の再承
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1994」（Improving America’s Schools Act, IASA）として知られている。これをもってタイトル・ワン（Title 
I, ESEA 第Ⅰ章）に相当する恵まれた教育環境にない児童生徒の学力改善の目標と評価と、他方でタイ
トル・ワン対象以外の児童生徒の目標と評価とが統合され、学力格差を縮めてゆく方法とすることと
した。その成績結果の処置については各州に委ねられたが、その目的は「年毎の適切な学力の向上」
を実現するということではなかった。教育において学力成果の責任履行を実施するという動きは政治
的にも魅力があるものとなり、ブッシュ政権のもとで更なる進展を遂げ NCLB 法として結実すること
となる(7)。 
上述のタイトル・ワンは元来初等中等教育法（ESEA）の「第Ⅰ章」を指すもので、そこに謳われた
経済的に困窮した家庭の子どもたちによい教育を施すという意図は、ジョンソン大統領が署名した教
育法（1965 年）の時からすでに明文化されていた。レーガン政権のときに一時チャプタ ・ーワン（Chapter 
I）と名称だけが変更されることがあったが、それ以降は依然としてタイトル・ワンとしてその意思が
引き継がれてきた。これは「恵まれない子どもの学力改善」（Improving the Academic Achievement of the 
Disadvantaged）の題目のもとに、実質的に低所得者層の子どもの学力向上を目的としたプログラムを
支援するもので、経済的に苦しい児童生徒が高い比率で集中している州、地区学区、学校に通う児童
生徒を対象とする。タイトル・ワンは慣用的に ESEA 第Ⅰ章の規定に基づいて適用され連邦資金を受
けている学校を指すこともある。 
この NCLB 法は連邦政府による教育への介入を強めるものではあるが、当初から共和党と民主党の
双方から広い支持を受けていた。ところがそれから十年が経過し、意見の一致を見ているのは、この
教育改革自体に改革が必要であるという認識ばかりである。2010年 3月にこの「改革のための計画案」
が提出されたにもかかわらずそれに伴う実際の動きが鈍かったことに応えて、昨 2011 年オバマ政権は
各州に NCLB 法の要求から部分的に免除されうる免責特権（waiver）を与えた。特に多くの州が到達
できなかった「年ごとに定められた適切な学力向上目標」の数値達成（Adequate Yearly Progress, AYP. 以
下に「年間学力向上指標」とする）から免除され、また 2013-2014 学年の 100％習熟度達成（これに
ついては後述する）からも免除されるという特権であった。この提案に対してはさまざまな反応が寄
せられた。ある州政府高官たちはこの教育法に柔軟性が加味されたことを歓迎し、実際に 39 にも及ぶ
州が当初免責の申請に興味があると述べている。他方で、免責特権を与えられたところで、それに対
応するための実務上また財務上の負担が増えるばかりで、それは法自体の深刻な欠陥に対応しようと
するものではないという主張も出された(8)。更には免責特権を与えることそのものの合憲性を疑問視す
るものもいる。第一次の申請受付では、この免責に「興味がある」と答えた 39 州のうち 11 州だけが
免責の申請を提出した。そのうちの 10 州が無条件の承認を受けた(9)。その後しばらくしてから第 11
番目の州も承認されることになる(10)。これから第二次申請の期日 2012 年 2 月 28 日までにさらに 28
の州が免責の申請するものと思われる。因みに第三期の締め切り日は 9 月 6 日に設定されている。 
 
２．NCLB法（2001） 
NCLB 法には安全で麻薬問題のない学校や教員資格の基準向上などを含む多くの条項があるが、そ
の中心的な目標は、収入水準、人種、英語能力、障害等の違いから来る教育の学力格差を縮めようと
するところにある。各州は自らが開発した試験を使ってすべての（実質的には少なくとも 95％の）児
童生徒の学力を測り、年間学力向上指標（AYP）として分類されてきたものを達成するよう要求され
ている。この教育法のもとで、学校は算数・数学と読解で 2013-2014 学年末までに、すべての児童生
徒が 100％の習熟度を達成するよう求められている。ただし、年間学力向上指標はあくまでも州によ
って設定されている漸次的な数値目標であり、最終的な目標は 2013-2014 学年における 100％習熟度
達成にある。従って、毎年の設定目標はこの最終目標をめざした段階的な指標であり、そのために年
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ごとに定められた「十分な学力向上」を示す目前の小さなゴールであると考えることが出来る。この
「習熟度」を構成する到達レベルは地域や地区によってさまざまに異なるために、これもまた論議の
的となり続ける。年間学力向上指標の結果は総合的な成績を示すものであるが、他方で収入、民族、
英語能力や障害において不利な立場にある児童生徒のグループに細分化されて、それぞれの学力向上
度が明示される。教育政策センターによると、2011 年度には 48％の学校が年間学力向上指標の達成を
果たすことができなかったと報告されている(11)。 
NCLB 法による試験の要求はその法案が署名されるとともに、直ちに効力を発揮したわけではなか
った。試験は学年によって段階的に実施されるように求められており、現在では以下のようなシステ
ムで試験がそれぞれ実施されている。州が実施する学力調査試験（Assessment Test）において、読解・
言語能力の科目と算数・数学の科目で、小学校 3 年生から 8 年生（中学校 2 年生相当）までの児童生
徒が毎年、また高校では在学中に最低一回受験する。州による科学の学力調査試験は、小学校、中学
校、高等学校の在学中にそれぞれ最低一回受験する。他方で全国のレベルにおいては、「全国学力調査
試験」で小学校 4 年生と 8 年生のほんの一部が抽出的に、一年おきに読解と算数・数学で受験をする。
この全国学力調査試験は、州ごとの学力水準を比較するための指標として使われている。それによっ
て、自らの年間学力向上指標の目標達成に失敗する、特に失敗し続けるという結果が少なからず学校
で報告されている。そうした学校はその初めの年に「要改善」という烙印を押される。それに続く数
年で、学校は必要に応じて生徒に無償の個人指導を提供するか、または同じ地区の範囲で他の学校を
選択する権利を提供しなくてはならない。その際には児童生徒の交通費等の必要諸経費を保障するこ
とになる。そして、最後の懲罰として、学校は経営者や教職員の再編成を強いられたり、別の教育機
関等に委ねられたりすることにもなる。 
一部の人々は、たしかに NCLB 法は学校が教育成果に対する責任を負うことを明らかにし、また教
育格差の現実を広く知らしめ、その問題に対応しはじめたことを評価している。他方で、これまでに
挙げられてきた統計上の数値、また州が自らの益のためにこの 100％習熟度の要求から免れようとも
がく現実の姿、そして多くの教育者からのあからさまな批判は、NCLB 法の諸規定がよく言っても非
現実的であるという事実を示すものである。また、米国の二つの最大教育専門家組織である全米教育
協会（National Education Association, NEA）と米国教員組合（American Federation of Teachers, A FT）は、
NCLB 法の根本的な目標をおおよそにおいて支持してはいるが、それでもそこに改革が必要であると
呼びかけている。全米教育協会（NEA）はアメリカ合衆国教育省に NCLB 法からの救済請求を申し入
れている。この組織の指導的人物であるジョン・ウィルソンは以下のように述べている。「多くのこう
した狭隘で懲罰的な指令は、現実を無視したもので、目的の達成を妨げるものでさえあると広く考え
られている。こうした指令に応えるのは、最善の状況下にあってしても、仮に不可能でなかった場合
にも難しかろう。(12)」 
 
３．日本において NCLB法のもつ意味 
 この異国の地においてこの時期に NCLB 法を精査することにどのような意味があるのであろうか。
また日本の教育者にとって何か益となることがあるのか。そこにはいくつかの理由が考えられよう。 
第一に、アメリカ合衆国の教育界で生起することは、これまで日本の教育政策の決定にもしばしば
影響を及ぼしてきたし、またおそらくこれからも何らかの影響を及ぼし続けるであろうと推測される。 
ここではアメリカ合衆国の教育制度と日本の教育制度がいかに関わりをもっているか、特に近年米国
の教育システムがいかに日本の教育施策に影響を及ぼしているかについて考えてみたい。現実におい
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この 2 月に文部科学省は、日本の大学生の学習時間が短いこと踏まえて、大学入学後と卒業前に二
度受ける共通の成長度テストを開発する検討に入ったことを伝えている(15)。ここにも米国の制度から
の何らかの影響があると考えられる。その目的は大学生の「成長度」を測り、その結果を分析しカリ
キュラムの改善に役立てることであり、また個々の学生の学力比較ではなく、あくまでも大学が自ら
の教育力を把握し、改善につなげることであるとする。全国の大学をテストの対象とするが、参加の
有無、受験人数などについては各大学の判断に任される。他方で、「成長」の伸びの著しい大学の取り
組みを公表するよう促すなど、成果重視の仕組みをつくるという。米国のインディアナ大学で開発さ
れた大学生の学習状況の調査方法や、米国での一般教育達成度を測るテストなども参考にしたいとい
う意向を伝えている。この試験の導入においても、一方で文部科学省がこれによってグローバルな人
材育成を期待しているとともに（これはまた経済協力開発機構［OECD］が開発検討しはじめた高等教
育における国際学習到達度調査を思い出させる）、他方でその調査方法等において米国の教育動向から
影響のあることを明らかにしている。 
また、この 1 月には東京大学が 5 年後を目途に秋入学を実施する検討に入ったと発表した。米国を
はじめヨーロッパなど世界的レベルでの競争や交流を目的としている。国際化のため、学生の行き来
を容易にすること、特に優秀な留学生の受け入れなどを視野に入れている。すでに他の大学とも連携
を図り、導入の議論に入っている。また 2 月には総長が経団連の教育問題委員会と意見交換を行い、
大方の支持を受けている。 
以上みてきたように、今や日本でも米国での教育動向や制度が日本の教育に及ぼす影響に限らずに、
世界レベルでの研究と教育の交流という文脈で捉えてゆくことが余儀なくされている。このグローバ
ル化の時代、世界規模であらゆる集団や単位が相互的に影響を及ぼしあう時代にあって、世界の教育
改革の動向を常に視野に入れてゆくことが求められる。以上このような文脈において、米国の教育改
革の核である NCLB 法を研究することの意味が見出せる。 
 第二に、日本は受験国家ともいうべきもので、たとえば家族構成員の誰かが入学試験にあたった年
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には、その子どもたちの学校生活と家族全体の家庭生活の広範に及んでかなり影響をうける。他方で、
合衆国における NCLB 法の下の施行テストの結果は、学生自身にというよりも、学校自体により直接
的にひびいてくる。ときに学校の存続を脅かすほどの影響を与える。もちろんこれには異論もあろう。
ところが、日本の教育の社会的現状に目を向けてみるならば、試験の成績結果が若年のうちにすでに
個々人の将来の教育的キャリアを決定づけてしまう要素が大きい。いずれの場合も、こうして伸るか
反るかの大きな賭けを要する試験制度は、多くの意味で真の教育を過小評価するものとなる。そして
児童生徒と教育者双方にとって不必要なストレスを莫大な規模で作り上げるうるものであることがわ
かる。年間学力向上指標（AYP）の達成を証明できない数々の報告書は、NCLB 法のはらむ問題のほん
の一部をのぞかせるにすぎない。それは教育者側のフラストレーションの一端を垣間見せてくれるも
のでもある。「試験のための教育」は日本では長きに及ぶ教育的課題であった。これによって教員と児
童生徒の双方は、個々人がそれぞれの状況で各自必要な事柄に基づくのではなく、将来これから受け
る試験の必要性に基づいて、あらゆることを優先させなければならなくなる。州と学校にとっては、
あまりに多くの事柄がこの点数獲得にのしかかっている。たとえば連邦政府からの教育予算をある程
度柔軟に使うことのできる融通性や、また学校の管理者・教職員にとっては自らの職の確保が、児童
生徒の試験成績にかかっている。そのために、州が学力調査試験の点数をよくしようと「改善計画案」
の一部として、毎年それほど難しくない試験を作成するということが起ることも想像に難くない。更
にわるいシナリオとして、現実に教員と校長らが児童生徒に試験の解答を与えたり、または試験を採
点する前に自ら児童生徒の答案用紙に手を加えたりすることも考えられる。2011 年には、一つの例と
して、ジョージア州アトランタで 44 の学校で、178 人の教育者が児童生徒の学力向上を証明するため
に誤魔化しをおこなったことで非難されている(16)。日本の教育者は、自分とは別の状況にある諸問題
を分析することで、自らの教育状況に新たな洞察をもちこめるのではないかと考える。 
最後に、おそらく実はこれがもっとも重要であると考えるが、日本における学力格差の拡大に光を
あてるためにも、NCLB 法の研究が役に立つ。米国の教育において学力格差が拡大しているという現
状があり、そもそもそれを前提として当初 NCLB 法の可決が支持させることになる。今日日本におい
てもこの学力格差が問題化されてきている。2006 年に日本でも教育基本法（1947 年・昭和 22 年）の
改正がなされたが、これは 60 年来最大のものであった。改正の 17 条によって、さらなる「教育振興
基本計画」が要請されることなった。2008 年、第一次基本計画が提出され、その第一章の第一節では、
近年日本の社会的動向に伴う「様々な課題」のなかで、「地域間の格差の広がり、世代をまたがる社会
的・経済的格差の固定化」という課題が挙げられている(17)。 
日本で教育改革について論じるとき、普通「ゆとり教育」について触れられる。これは 1970 年代に
提起されて以来、カリキュラムに段階的な改定が施されてきた。そこにはもっとゆとりのある教育を
実施することによって、更なる創造性を育もうとする狙いがあった。この改革には以下の事柄が含ま
れていた。学習教材内容の軽減、授業日と授業時間数の軽減、自由時間と総合科目の導入、中学にお
ける選択科目数の増加などである。1999 年までには大学 1 年生の学力低下を明瞭に示す報告がいくつ
かなされた。2003 年には経済協力開発機構（OECD）による国際学習到達度調査（Programme for 
International Student Assessment, PISA）の成績で、日本の著しい下降が見られた。2007 年には安部首相
のもとでゆとり教育は実質的に切り捨てられることとなる。ときにこの学力低下の責任はゆとり教育
にあると非難されてきた。しかし、現実は日本社会全般における様々な変化によって複雑化している。
その変化には、たとえば情報技術の活用が普及し、出生率が減少することによってもたらされた生活
様式の著しい変化が含まれる。最近の『ジャパン・タイムズ誌』の記事によると、以下のような分析
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れていた。学習教材内容の軽減、授業日と授業時間数の軽減、自由時間と総合科目の導入、中学にお
ける選択科目数の増加などである。1999 年までには大学 1 年生の学力低下を明瞭に示す報告がいくつ
かなされた。2003 年には経済協力開発機構（OECD）による国際学習到達度調査（Programme for 
International Student Assessment, PISA）の成績で、日本の著しい下降が見られた。2007 年には安部首相
のもとでゆとり教育は実質的に切り捨てられることとなる。ときにこの学力低下の責任はゆとり教育
にあると非難されてきた。しかし、現実は日本社会全般における様々な変化によって複雑化している。
その変化には、たとえば情報技術の活用が普及し、出生率が減少することによってもたらされた生活
様式の著しい変化が含まれる。最近の『ジャパン・タイムズ誌』の記事によると、以下のような分析
がなされている。「ゆとり教育政策のせいで全国の学力が下がっているわけではない。この政策はむし
ろ、学習意欲のある児童生徒と、他方で努力の必要な児童生徒との間の格差を広げている。(18)」学習
意欲があり塾に通う経費を家庭が賄える児童生徒は、一般的に自らの学力レベルを上げることができ
ると考えられる。それは何らかの理由で放課後の学習教室に通うことのできない生徒と比較したとき
に明らかである。公立高校教育の無償化への動きは、収入に基づく学力格差の問題を改めて浮き彫り
にするものとなった。また、「公立高校無償化・高等学校等就学支援金」に関する法は 2010 年 3 月 31
日に可決され、2010 年 4 月 1 日施行の運びとなった(19)。他方で、公立中等教育の 6 年一環教育（「中
高一環教育」1999 年）の推進は、学力格差の不平等へと向かう更なる一歩となるかもしれない。収入
に基づく教育格差が形成させてゆくことに加えて、日本では徐々に国際化が進行し、それは言語と民
族的背景に基づいた学力格差を新たに引き起こすものと考えられる。文部科学省による教育振興基本
計画では、一方で国際交流を促進し、他方で外国人と帰国者の双方のための教育を補強するという目
標を設定している(20)。 
 
結び 
これ以降の研究では、NCLB 法をめぐる論議の今後の進展を追ってゆきたい。特別の免責権を申請
し認可された州の学校はこれから新たなガイドラインにそって努力してゆくことになる。他方で、免
責特権を申請しなかった学校は2014年の春までに100％習熟度に達成するよう全身を傾けることにな
ろう。オバマ政権は、本年 2012 年 11 月大統領選挙の前に NCLB 法の再承認を実施することはないで
あろうが、おそらく当分の間はその「改革のための計画案」（2010 年 3 月）の促進を続けるであろう。
いずれにしても今後、この NCLB 法諸規定の履行における数々の成功と失敗についてより詳しく研究
してゆくことが求められる。その際に個別の州を選択し、個々の教員と児童生徒の生活や人生に及ぼ
す影響や効果について具体的なリサーチが必要となる。こうした分析は、日本の教育の将来について、
たとえば試験社会、収入格差に伴う教育格差、国際化する社会という文脈において、別の見方を投げ
かけてくれるであろう。国境を越えて、NCLB 法の諸規定とその施行の現実は、教育とは一体何であ
るのか、教育成果の責任は果たして学校だけが負うものなのか、教育における家庭の役割は何かなど
の根源的な問題を突きつけるものである。 
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SUMMARY 
In January of 2002, President Bush signed a popular act into law as part of an effort to reform education in the 
United States. This act, designed “to close the achievement gap with accountability, flexibility, and choice, so that no child is 
left behind,” is commonly referred to as the No Child Left Behind Act of 2001 (NCLB). As the most recent in a series of 
reauthorizations of President Johnson’s 1965 Elementary and Secondary Education Act (ESEA), NCLB builds on previous 
reform efforts. However, ten years into the law, it is clear that the revisions surrounding accountability have significantly 
changed what is happening in many American classrooms; the success and the future of NCLB are being hotly debated. 
Schools are required to administer state tests yearly and publicize the results, including progress data for specific 
disadvantaged subgroups. Schools that fail to make Adequate Yearly Progress (AYP) toward the goal of 100% proficiency in 
reading/language arts and math by the 2013-2014 academic year are subject to serious sanctions.  In 2011, 48% of schools 
did not meet AYP, and thirty-nine states expressed an intent to apply for a waiver from some of the requirements of the law.  
Although Japanese societal and educational contexts differ significantly from those in the United States, there are 
historical points of contact that suggest that following the developments in NCLB is important in general. Even more 
persuasively, though, the reality of the widening gap in education that led to the overwhelming initial support of NCLB is 
being recognized in Japan. In 2006 the Basic Act on Education was revised for the first time since its establishment in 1947; 
the rationale for the revision highlighted social changes and expected future changes inside and outside Japan. Article 17 
called for future Basic Plans for the Promotion of Education. The 2008 Basic Plan listed the “widening regional disparities, 
socioeconomic disparities feared to be transmitted from generation to generation” among the educational challenges facing 
Japan. Recognition of a relatively small but growing educational gap in Japan justifies a closer look at the successes and 
failures of NCLB, the controversial high-stakes-test-centered reform designed to close the gap.  
